
 

第１回 海技人材の確保のあり方に関する検討会 

議事次第 

 

日時： 令和６年４月２６日（金）１６時～１８時 

場所： 国土交通省１１階特別会議室 

 

１． 国土交通省海事局長挨拶 

２． 座長、座長代理の選出 

３． 海技人材の人材確保・活用に関する現状と課題 

４． 検討会において議論いただきたい事項 

５． 意見交換 

６． 今後の進め方 

７． その他 
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海技人材の確保のあり方に関する検討会 規約 

 

令和６年４月２６日 

 

（名称） 

第１条 本検討会は、海技人材の確保のあり方に関する検討会（以下「検討会」という。）とい

う。 

 

（設置の目的） 

第２条 少子高齢化の進行、幅広い業種において生じている人手不足、今後の内航・外航海

運における輸送ニーズの変化等、内航・外航海運を巡る諸情勢の変化を踏まえた船員の

ほか、今後の船員養成を担う教官など船員としての素養が必要な海技人材の確保は喫緊

の課題であることを踏まえ、今後の海技人材の確保のあり方に関し、官民一体となった幅

広い検討を行うことを目的とする。 

 

（委員） 

第３条 本検討会の委員は、別紙に掲げる委員で構成する。 

 

（座長及び座長代理） 

第４条 本検討会に座長及び座長代理をそれぞれ１名置く。 

２ 座長及び座長代理は、委員の互選によりこれを定める。 

３ 座長は、本検討会を統括する。 

４ 座長代理は、座長が出席できないとき又は座長に事故があるとき、その職務を代理する。 

 

（事務局） 

第５条 本検討会の事務局は、国土交通省海事局船員政策課に置く。 

 

（関係者からの意見聴取） 

第６条 座長が必要と認めるときは、関係者を呼びその意見を聞くことができる。 

 

（議事の公開） 

第７条 本検討会は冒頭部分のみ公開とし、傍聴は不可とする。 

２ 本検討会の資料は、特段の理由がある場合を除き、公開とする。 

３ 本検討会の議事要旨は、事務局が座長の確認を得たのち、速やかに国土交通省ホームペ

ージにおいて公開する。 

 

（守秘義務） 

第８条 委員は、検討会を通じて知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も

同様とする。
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海技人材の確保のあり方に関する検討会 

委員一覧 

 

河野
かわの

 真理子
ま り こ

 早稲田大学法学学術院 教授 

藏本
くらもと

 由紀夫
ゆ き お

 日本内航海運組合総連合会 船員対策委員長 

田口
た ぐ ち

 康
こう

大
だい

 東京大学 特任講師 

田中
た な か

 伸一
しんいち

 全日本海員組合 組合長代行 

蔦
つた

井
い

 孝
たか

典
のり

 一般社団法人日本旅客船協会 副会長 

土屋
つ ち や

 恵嗣
け い じ

 一般社団法人日本船主協会 副会長 

富永
とみなが

 晃一
こういち

 上智大学法学部地球環境法学科 教授 

野川
のがわ

 忍
しのぶ

 明治大学専門職大学院法務研究科 教授 

藤田
ふ じ た

 友
とも

敬
たか

 東京大学大学院法学政治学研究科 教授 

 

 

（五十音順 敬称略） 



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

海技人材の人材確保・活用に関する
現状と課題について
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国際海運GHG排出ゼロ目標
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参考：2018年GHG削減戦略の削減目標

2008 2030 2050

GHG排出
50%削減

GHG排出
ゼロ

*今世紀中、出来るだけ早期

国際海運からのGHG排出削減目標

2008

GHG排出
基準年

2030 20502040

GHG排出
20～30％削減

GHG排出
70～80％削減

GHG排出
ゼロ

2023年7月、国際海事機関（IMO）にて、国際海運「2050年頃までにGHG排出ゼロ」の目標に合意し、

「GHG削減戦略※」を改定

今後、この目標を達成するための中期対策の2025年採択に向けた議論が本格化する予定

※ 2018年4月採択

輸送量当たりCO2排出
40％削減
ゼロエミッション燃料等の
使用割合5～10％

輸送量当たりCO2排出
40％削減

基準年
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令和3年10月に改訂された地球温暖化対策計画において、内航海運の2030年度のCO2排出
削減目標を2013年度比で181万トンと設定。

2030年度の目標の達成に向けて取り組むとともに、我が国の2050年カーボンニュートラル実
現に貢献していくことが求められている。

我が国の2050年カーボン

ニュートラル実現に向けて
取組を進めることが必要

内航海運におけるCO2排出削減目標



海運分野におけるカーボンニュートラル実現に向けて、
比較的大型の船舶については、LNG、アンモニア、水素等のガス燃料の普及が期待される。
小型の船舶については、バッテリーや水素FCを用いた電気推進の普及が期待される。
中型の船舶については、当面はバッテリーに発電機を組み合わせたハイブリッド船の普及が期待される。また、バッテ
リーや水素FCについても技術進展・コストダウンによる適用拡大が期待される。

3注）給電や燃料補給施設等のインフラや経済合理性等の条件も実際の適用可能性に大きく影響

将来的に合成
燃料、バイオ燃
料等のグリーン
燃料を活用す
ることによりゼ
ロエミッション化

～2050年～2040年～2030年2025年2024年2023年2022年2021年新造年

水素燃料船

アンモニア燃料船

LNG/メタノール燃料船

バッテリー船

船
の
サ
イ
ズ
等
※

水素FC船

※：船種、
航路等によ
り適用可
能性は大き
く異なる

一部の航路で導入済
（環境省補助事業等）

一部の航路で導入済

（GI基金）

水素舶用エンジン等 研究開発 実証運航（2027～）

アンモニア舶用エンジン等 研究開発 実証運航（2026～）

小
型
船

大
型
船

ハイブリッド船（連携型省エネ船）

出典：岩谷産業・HP

出典：旭タンカー主として
内航船

主として
外航船

出典：岩谷産業

出典：商船三井

（GI基金）

船舶の新燃料等の適用



技 術 革 新

海上ブロードバンド通信の発展

（右図）

IoT・AI技術等の急速な進歩

自動船舶識別装置（AIS）、

電子海図等の普及等

自動運航船への注目の背景と実用化による効果等

デジタライゼーションの進展に伴い、近年注目を集める自動運航船について、海難事故の減少、船員労働環
境の改善、我が国海事産業の国際競争力強化を目的として、その実用化を目指す。

ヒューマンエラー起因海難事故の減少

船員労働環境改善・職場の魅力向上

日中韓の競争が激化するなか、省エネ
性能に続く我が国造船・舶用工業の競
争優位性の確立

自動運航船への注目課 題

海難事故の約７割はヒューマン
エラーに起因（右図）

船員の高齢化を踏まえ、若手船員の
確保・育成が急務

造船業の競争激化

操船不適切
1,314隻
13%

機関取扱不良
974隻
10%船体機器

整備不良
862隻
8%

出典: 海上保安庁

（2018年～2022年）

見張り不十分
1,774隻

18%

操船不適切
1,350隻

13%

機関取扱不良
1045隻

10%船体機器
整備不良
906隻

9%

気象海象
不注意
648隻

6%

その他の
人為的要因
1,491隻

15%

不可抗力等
2,227隻

22%

材質・構造
591隻

6%

不可抗力等
2,818隻

28%

人為的要因
7,214隻

72%

自動運航船の実用化に向けて

4



自動運航船の商用運航の実現に向けた取組

5

-2026 -2028  -
2030

-2025
-2020

国

技
術
開
発
・実
証

民
間

国
内
制
度

基
準
・
制
度
等

I
M
O

改正すべき条約規定の洗い出し
国際ルール策定の検討

自動運航システムが有すべき機能要件の策定

船上と陸上の役割分担の整理 等

自動運航船の要素技術開発・実証事業の支援
（2016～）

ロードマップ

自動離着桟システムの健
全性の評価手法に必要な
データの収集等

自動操船システムの安
全確保に必要となる
知見の収集整理

船舶から陸上に送信す
べき情報とその量、
通信途絶等の緊急時の
安全対策等を整理

ガイドライン
の策定

発
効

Stage 1 Stage 2

提案、検討への貢献

大型船による、
・船舶交通が非常に多
い海域の自動航行

・長距離・長時間の自動
航行

等を世界で初めて実証

内航船６隻による
実証航行を実施

採
択

取り入れ

成果

複数船舶の
陸上遠隔支援

自動運航船に関する
安全ガイドライン

令和４年２月

国土交通省海事局

内航船４隻による、特定条
件下での完全自動操船の
実証、長期間の実証航海等
を実施

自
動
運
航
船
の
商
用
運
航
の
実
現

自動離着桟機能

自動操船機能

遠隔操船機能

国内制度の検討・整備

条約の国内法制化
機器・システムの認証制度の構築
船上と陸上の役割分担の整理 等
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【参考】建設現場におけるオートメーション化 ①

66



【参考】建設現場におけるオートメーション化 ②

77出典：平成２８年９月１２日 未来投資会議（第１回）資料６より抜粋



我が国の少子高齢化と総人口・生産年齢人口の推移

8



各業界における担い手の不足 建設業・交通サービス

国内多くの業界において人材不足の問題が顕在化している状況
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世界の海上荷動量と我が国商船隊の輸送量・割合の推移と割合
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外航海運市況の状況

○ ばら積み船は、新型コロナ禍以前の水準にまで戻り、下げ止まりの傾向にあるが、コンテナ船は、紅海情勢
の悪化を受け、一時上昇したが、直近では下落傾向。引き続き動向を注視する必要。

出典:日本海事センター公表データを基に海事局作成

運賃市況の推移

＜ばら積み船の運賃指数（BDI）＞

BDI：英国のバルチック海運取引所が公表するばら積み船の運賃指数。
1985年1月4日の値を1,000としている。 CCFI：上海航運交易所が算出・公表する中国出しコンテナを対象とした運賃指数。

1998年1月1日の値を1,000としている。

【過去最低】
北米東岸722.65（2016.7時点）
欧州 625.12（2016.4時点）
北米西岸534.47（2016.7時点）

新興国の
経済成長

BDI：663
（2008.12時点）

リーマンショッ
クの影響

【過去最高】
BDI：11,793

（2008.5時点）

世界的
海運不況

【過去最低】
BDI：290

（2016.2時点）

コロナ禍以前の
水準に戻る

＜コンテナ船の運賃指数（CCFI）＞ 紅海情勢の
悪化により
上昇傾向

出典:上海航運交易所の公表指数を基に海事局作成
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日本商船隊の船隊規模の推移
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外国籍船
日本籍船（隻）

（年央）

1996 国際船舶制度の導入

2006 外国人船員承認制度の拡大
（船長及び機関長を日本人とする要件を撤廃）

1999 外国人船員承認制度の導入
（船長及び機関長を日本人とすることが要件）

2009 トン数標準税制の導入 2013 トン数標準税制の拡充
（準日本船舶の対象化）

2017 トン数標準税制の拡充
（準日本船舶の対象拡大）

2023 トン数標準税制の延長

近年、リーマンショック前に建造した不採算船の整理等により、日本商船隊の船隊規模は縮小傾向

トン数標準税制等の税制特例措置により、日本籍船は着実に増加
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日本商船隊の船員数の推移

56,833 

38,425 

30,013 

10,084 8,438 
5,030 

2,625 2,306 2,237 2,188 2,221 2,093 2,174 2,200 2,165 2,062 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

1974 1980 1985 1990 1995200020052010 2015 2016 2017 2018 2019202020212022

（人）

※船員数は乗組員数と予備員数を合計したものであり、わが国の船舶所有者に雇用されている船員（外国人を除く）である。 出典： 海事局調べ（平成１７年までは船員統計）、外国人船員は、全日本海員組合調べに拠る。

かつての急速な円高等によるコスト競争力面から、外国人船員化が進み、日本人船員が約２,１００人へと減少

近年はほぼ横ばいで推移

トン数標準税制及び日本船舶・船員確保計画認定制度導入。（2009年）

国際船舶制度（日本籍外航船舶のうち特に重要なものに
対する登録免許税、固定資産税の軽減措置）を導入

船舶職員法を改正し、承認船員制度の導入を図り、
船・機長以外の船舶職員について、承認を受けた
外国人船員の配乗を可能とした。（1999年）

日本人船員数が
ピーク

船・機長２名
配乗要件を撤廃
（2007年）

3,008 2,505 2,306 2,263 2,188 2,174 2,062

32,709

43,228
48,869

56,348 53,905 53,535 53,010

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

2004 2007 2010 2013 2016 2019 2022

日本人 外国人

日本商船隊の船員数

外航日本人船員数
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外航日本人船員 新規就業者数の推移

・海事局調べによる。
・海上技術学校等：海上技術学校、海上技術短期大学校、海技大学校
・一般大卒（新3級）については、海大新3級課程の入学者数を計上

（人）

（卒業年度）
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外航日本人船員確保・

育成スキーム

東海大学

海上技術学校等（含む海

大）

水産系大学

一般大卒（新３級）

商船系高専

商船系大学
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国内旅客船事業の概況
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百万人
事業者数

年度

事業者数 輸送人員

193.6

1,024

945

63.3

旅客船事業は、地域の住民の移動手段や物流を担うとともに、観光分野からも地域経済を支える重要な事業。

事業者数に大きな変動は見られないものの、輸送人員は長期的に低下傾向。

新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ輸送人員は回復基調にあるものの、輸送需要の更なる回復が重要。

国内旅客船事業の輸送量の推移

（出典）｢船舶運航事業者等の提出する定期報告書に関する省令｣に基づく国土交通省海事局内航課調査

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

（例）長距離フェリー旅客輸送実績

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

（例）離島航路旅客輸送実績

（千人）

（千人）

コロナ前を
下回る状況

コロナ前を
下回る状況



内航海運輸送量の推移
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22,192 
21,498 
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・労働時間（h）

・輸送量（億トンキロ） 船員数（人）

船員数（人）右軸 輸送量（億トンキロ）左軸

労働時間（h）左軸 内航船員１人・１時間当たりの輸送量（左軸）

（出典）内航船舶輸送統計年報及び船員労働統計調査、
船員法に基づく年次報告資料より国土交通省作成



内航海運市況の状況
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内航船舶の推移
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内航船員数の推移（年齢階層別）
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内航船員全体に占める３０歳未満の若年船員は近年増加（平成25年 14.2％→令和4年 19.8％）。
他方、５０歳以上の船員の割合は近年は減少しつつも、依然として全体の半数近くを占めている状況。

出典：海事局調べによる。
注：船員数は、各年10月1日現在の乗組員数と予備船員数を合計したもので、船舶所有者が直接雇用していない船員（派遣船員等）を含んでいない数字である。

船員数は、外国人（永住者等）を含んだ数字である。
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内航船員 新規就業者数の推移
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海事局調べによる。
内航には旅客船を含む。
海上技術学校等：海上技術学校、海上技術短期大学校、海技大学校（海上技術学校・短大からの進学コース）
海大新６級：海技大学校で実施していた６級コース（平成19年度～平成28年度）
民間新６級：民間養成施設で実施している６級コース（平成21年度創設）

（人）



物流2024年問題への対応
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１．具体的な施策
（１）商慣行の見直し

⑤担い手の賃金水準向上等に向けた適正運賃収受・価格転嫁円滑化等
【国交省、経産省、公取委、農水省、厚労省、消費者庁】

また、トラック事業、内航海運業及び倉庫業に係る燃料等の価格上昇
分を反映した適正な運賃・料金収受に関する周知及び法令に基づく働き
かけ等を実施する。

（トラクターヘッド）

（シャーシ）

（２）物流の効率化
⑤物流GXの推進 【国交省、経産省、農水省、厚労省、消

費者庁】
（モーダルシフトの強力な促進）

トラック長距離輸送から鉄道や船舶へのモーダルシ
フトを強力に促進し、最適なモードを活用したモーダル
コンビネーションの展開を図るためにコンテナ専用トラ
ックやシャーシ、コンテナ等の導入を促進するとともに、
貨物鉄道についての輸送余力等をより広い対象に見え
る化したシステムの導入、フェリーの積載率についての
定期的な調査・荷主企業等への情報提供を行い、利用可
能な輸送力について周知することにより、鉄道や船舶
の利用促進及び積載率の向上を図る。

（略）

○ 荷主企業、物流事業者（運送・倉庫等）、一般消費者が協力して我が国の物流を支えるための環境整備について、（１）商慣
行の見直し、（２）物流の効率化、（３）荷主・消費者の行動変容について、抜本的・総合的な対策を行うべく、「物流革新に向
けた政策パッケージ」（令和5年6月2日 我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議）を策定。

○ 「物流革新緊急パッケージ」（令和5年10月6日 我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議）では、2024年が迫る中、
早期に具体的な成果が得られるよう可及的速やかに各種施策に着手するとともに、2030年度の輸送力不足の解消に向
け可能な施策の前倒しを図るべく、モーダルシフト推進に資する取組等について、必要な予算の確保も含め緊急的に取り
組むこととされた。

「物流革新に向けた政策パッケージ」
（令和5年6月2日我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議決定）（抄）

「物流革新緊急パッケージ」
（令和5年10月6日我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議決定）（抄）

１．物流の効率化
○モーダルシフトの推進

・鉄道（コンテナ貨物）、内航（フェリー・RORO船等）の輸送量・輸送分担率を
今後10年程度で倍増※                                                 ※トンベースで5,000万トン→１億トン



「船員の働き方改革」のさらなる推進
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労働時間制度上の例外的な取扱いの見直し 【R5.4.1 施行】

労働時間の上限規制等の対象外となっていた、航海当
直の引継ぎや操練について、例外的な取扱いを見直す。

船員の労務管理の適正化

船舶所有者が選任する労務管理責任者の下で、船員の労
働時間の状況を把握し、各船員の状況に応じた適切な措
置（例：労働時間の短縮等）を講ずる仕組みを構築し、船
員の労務管理の適正化を図る。

【R4.4.1 施行】

○ 船員法改正により、これまで船内中心で行われていた船員の労働時間管理について、陸上側の船舶所有
者（使用者）の責務を明確化するとともに、労務管理分野を含むDXを推進するため、関係省庁と連携し、
海上における通信環境の改善に向けた環境整備を図る。

○ 「船員」の職場としての魅力向上のため、「船員の働き方改革」をもう一歩進める取組み（「船員の働き方改
革２．０」 ）を進めてはどうか。

海上における通信環境の改善

船員労働環境改善の観点から、関係省庁と連
携し、より高速・大容量の海上ブロードバンド
サービスの普及に向けた環境整備を図る。

高軌道衛星通信 低軌道衛星通信

220mbps

数十mbps

労務管理
責任者

意見

船舶所有者

選任

船員の労働時間等を考慮し労働時
間の短縮等の措置が必要な場合

（海上における通信速度の比較）



令和３年 育児・介護休業法の見直し

○従業員数1,000人超

の企業における育児

休業取得状況の公表

の義務化

令和5年４月

出産
（予定）日

産後
８週間

１歳 １歳半 ３歳 就学

所定労働時間の短縮措置等
【原則】停泊中における 短時間勤務制度
所定労働時間の短縮措置等
【原則】停泊中における 短時間勤務制度

深夜業の制限
・船員の請求で、午後１０時～午前５時の労働を禁止
深夜業の制限
・船員の請求で、午後１０時～午前５時の労働を禁止

子の看護休暇
・病気・けがをした子の看護や、予防接種・健康診断を受けさせるために、取得可
子の看護休暇
・病気・けがをした子の看護や、予防接種・健康診断を受けさせるために、取得可

男性は子の
出生日（又は
予定日）から

育児休業
が取得可能

男性は子の
出生日（又は
予定日）から

育児休業
が取得可能

育児休業 最長２歳まで育児休業 最長２歳まで

２歳

○育児休業を取得しやすい雇用環境の整備

（研修の実施、相談窓口設置等）

○育児休業の個別周知・意向確認の義務化

○有期雇用労働者の育児休業取得要件の緩和

○産後パパ育休
（出生時育児休業）の創設

※育児休業とは別で取得可能

○育児休業の分割取得

令和4年10月令和4年4月1日

上記に加え、新たな育児休業制度が令和４年４月から３段階に分けて施行

女性は

産後休業
女性は

産後休業

23



令和６年 育児・介護休業法の見直し

24令和７年４月１日（一部公布日及び公布の日から起算して１年６月以内において政令で定める日に施行）

１．子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置の拡充【育児・介護休業法】
３歳以上の小学校就学前の子を養育する労働者に関し、事業主が職場のニーズを把握した上で、柔軟な働き方を実現するための措置を講じ（※）、労働者が選択
して利用できるようにすることを義務付ける。また、当該措置の個別の周知・意向確認を義務付ける。
※ 始業時刻等の変更、テレワーク、短時間勤務、新たな休暇の付与、その他働きながら子を養育しやすくするための措置のうち事業主が２つを選択 等

２．育児休業の取得状況の公表義務の拡大や次世代育成支援対策の推進・強化 【育児・介護休業法、次世代育成支援対策推進法】
育児休業の取得状況の公表義務の対象を、常時雇用する労働者数が300人超（現行1,000人超）の事業主に拡大する。 等

３．介護離職防止のための仕事と介護の両立支援制度の強化等【育児・介護休業法】
家族を介護する労働者に関し事業主が講ずる措置（努力義務）の内容に、テレワークを追加する。 等

施行期日

船員特例の基本的な考え方

船員は数ヶ月連続して勤務したのち、まとめて休暇を取得する場合や長期にわたり陸上を遠く離れて海洋を航行する
ことが多いため、テレワークは実施不可能。
このため、船員に関して、今回新たに育児・介護休業法に位置づけられる「テレワーク」の代替措置を新設。

○陸上の事業所での勤務

○造船所での艤装員としての勤務

船員に関する「テレワーク」の代替措置

労働基準法が適用される従業員

育児・介護を要する状況に応じて、次に船
に乗り込む予定の間隔を空けて、その間
陸上の事業所で勤務すること等を想定

船舶がドック入りして整備する間、艤装員
として造船所で勤務すること等を想定

船員法が適用される船員の特例

船上勤務から陸上勤務に移行し、陸上での滞在期間を
長くすることで、育児・介護に参加できる機会を確保

※ 陸上の事業所での勤務の際、テレワーク等の措置を合わせて実施することも可出典：一般社団法人 日本テレワーク協会 ＨＰ

改正の概要



女性を中心とした働き方や就業に関する意識の変遷

25

就業率の推移 年代別女性の就業継続に関する意識の変化

女性の年齢階級別労働力人口比率の推移

女性が職業を持つことに対する意識（令和４(2022)年）

日本の労働力人口は女性の労働参加により増加傾向で
あったが、女性の就業率は上昇し、年齢階級別労働力人口

比率のＭ字カーブもカーブが浅くなっている状況

女性の就業継続に関する意識も大きく変化しており、
意識の変化を意識した対応が必要不可欠

出典：男女共同参画白書 令和5年版



輝け！フネージョ★ ～海事産業で働く女性応援プロジェクト！～（主に船員関係）

○ 「女性船員の活躍促進に向けた女性の視点による検討会」提案（H30.4）を
踏まえ、女性船員の活躍推進に関する事業者の取組みについて、座談会等を
通じて広く情報発信を行っており、近年は、女性船員数が少しずつ増加。

（※）海運事業者を対象とした意識調査（H29）では、約７割が女性船員の雇用
について消極的な状況。これは、海運事業者に女性船員の視点から助言を得
る機会が乏しく、実情が十分に伝わっていないことが一因。このため、女性船
員の活躍を推進するための積極的な情報発信に取り組んでいる。

女性船員数の推移（内航）

559 557
634

696 702

0

200

400

600

800

H27 H29 R1 R2 R3

増加傾向

海事産業で活躍する女性の座談会

就職説明会における女性活躍企業の見える化

○ 仕事のやりがい等を女性の目線から体験も踏まえな
がらお話いただき、進路選択を控える中高生等をはじ
め、多くの方に海事産業の職場の魅力を発信

○ 海事業界の取り組みや先輩女性の声を広く紹介す
る「海事産業における女性活躍推進の取組事例集」を
作成し、ホームページで公表

（主な好事例）

• 配乗の工夫（休暇やローテーションの回数、柔軟な配置転換）

• 荷役作業等の負担軽減（作業の機械化）

• 船員の居住環境整備（女性専用の居室、浴室、洗濯機等の設置等）

※座談会の様子 ※YouTubeで幅広い世代に発信

※女性活躍マークを掲示した事業者

※女性活躍マーク
○ 船員教育機関の女子学生の船員としての就職を促
進するため、船員の雇用のマッチングを図ることを目的
に国土交通省が実施している｢めざせ！海技者セミ
ナー｣において、女性を積極的に採用している事業者に
｢女性活躍マーク｣を掲示

女性
歓迎

海事産業における女性活躍促進の取組事例集
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海事行政DXを巡る課題と対応策

課 題

対 応 策

アナログな行政手続

利用者への情報提供不足

窓口への出頭や
多数の添付書類等が必要

手続が事業者・船員・
行政の大きな負担

行政処分情報等の一部のみ
閲覧可能

利用者が事業者を評価・選択
するための情報が不足

行政手続のデジタル化 行政手続を大胆にデジタル化
事業者、船員、行政の負担軽減

（業務効率化・生産性向上）

利用者への情報提供の充実
利用者ニーズの高い

情報の提供
安全な事業者の選択等を促進

デジタル技術を積極的に活用し、
海事行政のＤＸを進め、旅客船等の安全・安心対策や行政手続の合理化を推進

情報の個別管理
事業者、船舶、船員等の情報を

個別に管理
関係者の情報共有や

連携が困難

情報の一体管理
旅客船等（※）に関する様々な
情報を全てデータベース化

安全対策に活用
（監査・処分の強化、船舶検査の実効性向上）

（※）旅客船・貨物船・遊漁船
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船員のイメージ刷新に向けた船員広報の見直し

課 題

一般高校生や大学生に船員という職業を身近に感じさせ、
その解像度を上げるためのアプローチが必要

課題を踏まえた新たな船員広報の方向性

国における取組み

業界団体における取組み

個社における取組み

官労使一体
となった

広報の実現

船員の仕事に対する
一般国民のみなさま

が持つイメージを刷新

「船乗りの可能性」
を感じる社会に

28



船員のキャリアパス
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外航

内航

就職 ５年後

３
級
海
技
士

４
級

海
技
士

６
級

海
技
士

就職

就職

就職

船舶職員として
３～５年乗船

２級取得

登用

一等航海士・
機関士として
３～５年乗船

１級取得

登用 船長・機関長
として乗船

30歳前後

船舶管理等
陸上部門で

の勤務

22歳 40歳前後 45歳頃～

※この頃から
陸上部門での勤務機会が増加

部員として乗船

(6年以上)

20歳

部員として乗船

(6年以上)

22歳以上
登用

職員（航海士・
機関士）として

乗船
（10年以上）

20代後半

登用 船長・機関長
として乗船

退職

40歳前後 65歳頃～

※中小船社の場合、定期異動による昇進機会が
少ないため、転職して上位職種に移るケースが多い

10年後 15年後 20年後



船員職業安定法の需給調整体系
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職業紹介事業

求人及び求職の申込みを受け、
求人者と求職者との間における
雇用関係の成立をあっせんする
ことを業として行うこと

船 員 陸 上

許可制（職安法）許可制（船員職安法）民間団体等

無料の
職業紹介事業

通知制（職安法）×地方公共団体

届出制（職安法）届出制（船員職安法）学校等

許可制（職安法）禁止（船員職安法）有料の職業紹介事業

募集

労働者を雇用しようとする者が
自ら又は他人をして労働者となろ
うとする者に対し、その被用者とな
ることを勧誘すること

許可制（職安法）許可制（船員職安法）
委託募集

船舶所有者が、その被用者以外の者に報酬
を与えて船員の募集を行わせること

届出（職安法）自由 （規制なし）特定募集情報等提供事業

労務（労働者）供給事業

供給契約に基づいて人を労働者と
して他人の指揮命令を受けて労務
に従事させることを業として行うこ
と（派遣事業に該当するものを含まず）

許可制（職安法）許可制（船員職安法）無料の船員労務供給事業

禁止（職安法）禁止（船員職安法）有料の船員労務供給事業

派遣事業

自己の雇用する労働者を、当該雇用関係の下に、かつ、他人の指揮命令を受け
て、当該他人のために労働に従事させることを業として行うこと（当該他人に
対し当該労働者を当該他人に雇用させることを約してするものを含まず）

許可制
（労働者派遣法、港湾
派遣法、建設派遣法）

許可制（船員職安法）



船員職業安定窓口における職業紹介等

31

＜船員職業紹介等の流れ＞

求人及び求職の申込みを受け、求人者と求職者との間
における船員の雇用関係の成立をあっせんする。

１ 船員職業紹介

船員の職業に就こうとする者に対し、その者に適当な
職業の選択及び職業に対する適応を容易にさせる
ために必要な指示、助言その他の指導を行う。

２ 職業指導

部員になろうとする者に対し、部員の職業に就くことを容易にさせるため、海上労働において必要な基本的かつ実用的知識
及び技能を授ける。

３ 部員職業補導

船員の雇用量の増大を図ることを目的に、海上労働力の需要供給の調整を図る上で必要な調査を行う。

４ 労働力の需給に関する調査

海上労働力の需要供給の状況に応じ、求人又は求職の開拓を行う。

５ 求人・求職の開拓



船員職業安定窓口 設置場所一覧

32

事務所名略称

北海道運輸局札幌1

函館運輸支局（海岸町庁舎）函館2

旭川運輸支局（稚内庁舎）稚内3

室蘭運輸支局（入江町庁舎）室蘭4

釧路運輸支局釧路5

東北運輸局仙台6

青森運輸支局青森7

八戸海事事務所八戸8

岩手運輸支局（宮古庁舎）宮古9

秋田運輸支局秋田10

山形運輸支局（酒田庁舎）酒田11

福島運輸支局（小名浜庁舎）小名浜12

気仙沼海事事務所気仙沼13

石巻海事事務所石巻14

関東運輸局横浜15

鹿島海事事務所鹿島16

東京運輸支局（青海庁舎）東京17

北陸信越運輸局新潟18

富山運輸支局（伏木庁舎）伏木19

石川運輸支局（七尾庁舎）七尾20

中部運輸局名古屋21

静岡運輸支局（清水庁舎）清水22

三重運輸支局（四日市庁舎）四日市23

鳥羽海事事務所鳥羽24

福井運輸支局（敦賀庁舎）敦賀25

近畿運輸局大阪26

京都運輸支局（舞鶴庁舎）舞鶴27

和歌山運輸支局和歌山28

勝浦海事事務所勝浦29

神戸運輸監理部（本庁舎）神戸30

中国運輸局広島31

尾道海事事務所尾道32

因島海事事務所因島33

呉海事事務所呉34

鳥取運輸支局（境庁舎）境港35

島根運輸支局松江36

岡山運輸支局（玉野庁舎）玉野37

山口運輸支局（徳山庁舎）徳山38

四国運輸局（朝日町庁舎）高松39

徳島運輸支局（本庁舎）徳島40

愛媛運輸支局松山41

今治海事事務所今治42

宇和島海事事務所宇和島43

高知運輸支局（本庁舎）高知44

九州運輸局福岡45

福岡運輸支局（門司港庁舎）門司46

若松海事事務所若松47

長崎運輸支局（本庁舎）長崎48

佐世保海事事務所佐世保49

熊本運輸支局（三角庁舎）三角50

大分運輸支局大分51

宮崎運輸支局宮崎52

鹿児島運輸支局（本庁舎）鹿児島53

下関海事事務所下関54

沖縄総合事務局那覇55

宮古運輸事務所宮古56

八重山運輸事務所八重山57

全国５７ヶ所の船員職業

安定窓口において、求人・

求職の受付、職業紹介、職

業指導、失業等給付金の認

定、船員離職者等給付金の

支給等の業務を行っている。

求人者・求職者は、窓口

（宮古及び八重山運輸事務

所は除く。）に設置してい

るキオスク端末（タッチパ

ネル式の情報閲覧端末）で、

全国の求職・求人情報を自

由に検索・印刷することが

できる。



船員の有効求人倍率と新規求人・求職件数
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船員の有効求人倍率は、近年、上昇傾向にあり、４倍を超える倍率となっている。
(同時期の陸上労働者の有効求人倍率は約１．２７倍)
新規求人数は増加傾向である一方、新規求職数は減少傾向
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自動車運転者

出典：職業計及び自動車運転者は厚生労働省「一般職業紹介状況」より海事局作成。
船員はサンプル調査による。
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ハローワークの求人者向けサービスの概要

34

○ ハローワークでは、求人者に対し、全国ネットワークを活用した職業紹介、求職者ニーズに基づく求人充足
に向けた助言・指導や、就職面接会の開催などの求人者向けサービスを実施し、人材確保を支援していま
す。

若年者、高年齢者、障害者など、労働者の新たな雇入れ、雇用の安定、
人材育成に取り組む事業主に対して、様々な助成金を用意しています。

各種助成金制度の案内

〇雇用調整助成金
景気の変動などの経済上の理由により、事

業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、休
業、教育訓練又は出向により、労働者の雇用
の維持を図った場合に、それにかかった費用
を助成

〇キャリアアップ助成金
非正規雇用労働者の企業内のキャリアアッ

プを促進するため、正社員化、処遇改善の取
組を実施した事業主に対して包括的に助成

〇特定求職者雇用開発助成金
高年齢者、障害者等の就職が特に困難な者

を継続して雇用する労働者として新たに雇い
入れた事業主に対して、賃金の一部に相当す
る額を助成

〇トライアル雇用助成金
職業経験、技能、知識の不足等により安定

的な就職が困難な求職者を一定期間試行雇用
（原則３か月）する事業主に対して助成

【主な助成金】（支給決定等は労働局で実施）

事業所のＰＲ情報の提供

事業所の外観、職場風景、取
扱商品などの画像情報や事業所
からのメッセージといったＰＲ
情報などについて、ハローワー
ク内に設置されたパソコンやハ
ローワークインターネットサー
ビスで公開します。

（ハローワークの
求人検索コーナー）

（ハローワーク内での企
業情報ＰＲ情報の掲示）

全国で求人を公開

ハローワークに申
し込まれた求人は、
全国のハローワーク
や、ハローワークイ
ンターネットサービ
スを通じて、全国の
求職者などに広く提
供し、求人者のご希
望に合う求職者を紹
介しています。

ハローワークインターネットサービス 検索

募集する職種について、地域に
はどのくらいの求職者がいるのか
など、地域の労働市場の状況につ
いて、バランスシートなどを提供
しています。また、賃金や就業時
間をはじめとする求人条件につい
ての相談も受け付けています。

豊富なデータに基づく情報を提供

その他のサービス（主なもの）

○就職面接会や企業説明会などを随時開催して
います。

○応募が増えるような求人条件の提案や雇用管
理に関する提案を行っています。

○各ハローワークで、求職者向けの求人情報冊
子を作成し、配付しています。

（業界団体と連携した事業所
説明会・体験会）

その他、以下のような取組を行っています（一部は主要な所で実施）。



陸上分野における民営職業紹介事業の実施状況（有料・無料）
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新規求職申込件数

約2,890万件
（令和４年度）

民営職業紹介事業所の新規求職申込件数と求人数の動向

求人数（常用求人）

約1,180万人
（令和４年度）

出典：令和４年度職業紹介事業報告書の集計結果（速報）



船員確保・育成のための船員教育体制

36

芦屋
東京

小樽

宮古

清水
館山

富山

鳥羽

弓削

広島大島
唐津※

口之津
波方

神戸

学
科

海上技術短期大学校（５校）
◆４級海技士養成、高卒対象
■修業期間２年

海上技術学校（２校）
◆４級海技士養成、中卒対象
■修業期間３年６月

商船系大学（2校）
◆３級海技士養成、乗船実習科
■修業期間４年６月

商船系高等専門学校（５校）
◆３級海技士養成、商船学科
■修業期間5年6月

乗
船
実
習

国土交通省所管
（独）海技教育機構

帆船

※人員数は実習生定員数

汽船

●(独)海技教育機構は、全国８校の学校と５隻の大型練習船を擁し、高い海上就職率を誇る、基幹的な船員養成機関
●大型練習船による航海訓練については、商船系大学及び高等専門学校等とも緊密に連携して実施

乗船実習を委託

文部科学省所管

練習船５隻

※令和６年４月、唐津海上技術短期大学校が開校

R６.4現在

日本丸

120名・船齢39年 108名・船齢34年

海王丸

大成丸

120名・船齢10年180名・船齢19年

銀河丸

180名・船齢26年

青雲丸

360名海技大学校（１校）
◆３級海技士養成（上記学校卒対象）

◆３級海技士養成（上記学校卒以外対象）

■修業期間２年

30名
若干名

405名



海技教育機構保有の大型練習船等

37

海技丸

日本丸

海王丸

大成丸

銀河丸

帆 船船 種
昭和59年9月竣工年月

39年船齢
2,570総トン数（トン）

ディーゼル×2機関種類×数
1,103×2 / 3,000出力（ kW / PS ）

120実習生定員（名）
59乗組員数（名）

帆 船船 種
平成元年9月竣工年月

34年船齢
2,556総トン数（トン）

ディーゼル×2機関種類×数
1,103×2 / 3,000出力（ kW / PS ）

108実習生定員（名）
59乗組員数（名）

汽 船船 種
平成26年3月竣工年月

10年船齢
3,990総トン数（トン）

ディーゼル×1機関種類×数
3,000 / 4,079出力（ kW / PS ）

120実習生定員（名）
50乗組員数（名）

汽 船船 種
平成16年6月竣工年月

19年船齢
6,185総トン数（トン）

ディーゼル×1機関種類×数
6,600 / 8,980出力（ kW / PS ）

180実習生定員（名）
52乗組員数（名）

汽 船船 種
平成 9年9月竣工年月

26年船齢
5,890総トン数（トン）

ディーゼル×1機関種類×数
7,722 / 10,500出力（ kW / PS ）

180実習生定員（名）
52乗組員数（名）

海技大学校所 属

汽 船船 種

昭和63年3月（36年）竣工年月(船齢）

157総トン数（トン）

ディーゼル×1機関種類×数

800出力（ PS ）

44実習生定員（名）

6乗組員数（名）

青雲丸

R6.4現在



(独)海技教育機構における予算・海上就職率・養成定員の推移

38

高齢化の進行による社会保障費の増加等により我が国の財政は厳しい状況が続いているため、海技教育機構の運営費交付金
も減少傾向が継続しているが、海技教育機構では経営努力により養成定員の増加及び海上就職率の維持・向上に努めている。

※ 平成１３年～１７年 (独)海員学校、(独)海技大学校及び(独)航海訓練所
平成１８年～２７年 (独)海技教育機構及び(独)航海訓練所
平成２８年～ (独)海技教育機構

予算及び海上就職率の推移 養成定員の推移

※２ ※３

※１ は、募集定員を拡大

※２ 平成１７年度に沖縄海上技術学校廃止、平成20年度に宮古海上技術学校を短大化し、宮古海上
技術短期大学校を開校

※３ 令和３年度に小樽海上技術学校を短大化し、小樽海上技術短期大学校を開校
これに伴い、令和２年度に小樽海上技術学校の募集を停止

※４ 令和６年度に唐津海上技術学校を短大化し、唐津海上技術短期大学校を開校
これに伴い、令和５年度に唐津海上技術学校の募集を停止

入学年度 H13
H31
(R1)

R2 R3 R4 R5 R6

海
上
技
術
学
校

小樽 30 30
募集
停止

短大に移行

宮古 40

館山 40 40 40 40 40 40 40

唐津 40 40 40 40 40
募集
停止

短大に移行

口之
津 30 30 30 30 30 30 30

沖縄 40

海
上
技
術
短
期
大
学
校

小樽 40 40 40 40

宮古 45 45 45 45 45 45

清水 80 115 115 115 115 115 115

波方 80 90 90 90 90 90 90

唐津 45

定員合計 380 390 360 400 400 360 405

※４



様々な船員の養成課程

39

社船: 5月

中学校

水産系高校

【本科：3年】
座学: 2年9月
（一般科目含）

乗船: 3月

専攻科
【2年】

座学: 12月
乗船: 12月

3級(航海)
or

3級(機関)

高等学校

海上技術学校
【本科：3年】

座学：2年9月
（一般科目含）

4級(航海)
＆

4級(機関)

3級(航海)
or

3級(機関)

高等学校 高等学校

4級(航海)
＆

4級(機関)

3級(航海)
or

3級(機関)
6級(航海)

3級(航海)
or

3級(機関)

乗船実習科
【6月】

海技大学校
【2年】

座学: 1年6月

海上技術短期大学校
【専修科：2年】
座学: 1年3月

乗船実習科

）

乗船: 6月

乗船: 3月

乗船: 9月

乗船: 6月

乗船: 6月

社船: 6月

海技大学校
【2年】

座学: 12月

乗船履歴

5級:1年3月
4級:1年9月乗船履歴

5 月

5級(航海)
5級(機関)
いずれか

6級(航海)
or

6級(機関)

乗船履歴

5月

6級(航海)
or

6級(機関)

4級(航海)
4級(機関)

一般大学等

乗船履歴
6 月

海上技術短期大学校
【航海専科：2年】
座学: 1年6月

乗船: 6月

4級(航海)

海技大学校
【2年】

座学: 1年6月

乗船: 6月

3級(航海)

22歳

20歳

18歳
商船系
高専

【5年6月】
座学: 4年6月
（一般科目含）

座学: 3年6
月

(一般科目含)

商船系
国立大学

【4年】

民間
【4.5月】

座学: 2.5月
乗船:2月

乗船: 12月

乗船: 6月

乗船: 6月

乗船: 1月

：海技教育機構の学校または練習船で実施している教育訓練

：海技教育機構の練習船

海技教育機構の練習船実習は、受入元の要望時期に合わせ、多級、多科、多人数による実習を
行っている状況

水産大学校
乗船実習
コース

乗船: 12月

4級(航海)
＆

4級(機関)



(独)海技教育機構の練習船における多科配乗の課題

学
科

乗
船
実
習

●(独)海技教育機構は、５隻の大型練習船で、海技教育機構・商船系高専・商船系大学・民間養成施設の実習生に対し、
乗船訓練を実施

●それに伴い、異なる養成課程（３級、４級、６級）の実習生が混乗している多科配乗の課題が生じる

帆船

※人員数は実習生定員数

汽船

練習船５隻

日本丸

120名・船齢39年 108名・船齢34年

海王丸 大成丸

120名・船齢10年180名・船齢19年

銀河丸

180名・船齢26年

青雲丸

乗船実習を委託

文部科学省所管

商船系大学（2校）

◆３級海技士養成、乗船実習科
■修業期間４年６月

商船系高等専門学校（５校）

◆３級海技士養成、商船学科
■修業期間5年6月

海上技術短期大学校（５校）

◆４級海技士養成、高卒対象
■修業期間２年

海上技術学校（２校）

◆４級海技士養成、中卒対象
■修業期間３年６月

海技大学校（１校）

◆３級海技士養成（上記学校卒対象）

◆３級海技士養成（上記学校卒以外対象）

■修業期間２年

乗船実習を委託

民間養成施設

尾道海技学院

◆6級海技士養成
■修業期間4.5月（卒業後6月乗船）

国土交通省所管
（独）海技教育機構

３級
４級

３級 ６級

（株）日本海洋資格センター

◆6級海技士養成
■修業期間4.5月（卒業後6月乗船）

R6.4現在 40



水産高校の生徒数の推移と卒業者の進路

41

10,069 

9,878 

9,529 

9,135 

8,605 

8,237 

7,784 

1.07

1.01

0.93

0.88

0.82 0.81

0.76

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05 ･･･ ･･･

生徒数 平均志願倍率

（人） （倍）

卒業生の進路（令和４年度）

出典：令和５年度 全国公立水産関係高等学校一覧及び関連データ出典：全国水産高等学校長協会調査

減少見通し



～19歳
3.6%

20～24歳
18.1%

25～29歳
13.3%

30～34歳
15.7%

35～39歳
14.5%

40～44歳
7.2%

45～49歳
10.8%

50～54歳
8.4%

55～59歳
4.8%

60歳～
3.6%

六級海技士短期養成課程

42

47%

40%

13% 船員として勤務

（就職先の会社）

船員として勤務

（転職先の会社）

その他

養成課程の修了者のうち、船員として定着している者
の割合は約87％

※H21～R3年度の養成課程修了者の令和４年12月現在の状況（海洋共育センター調べ）

６級海技士短期養成課程（４．５月）の修了者は、資格取得に必要な乗船履歴が短縮（２年→８月）及び国家試験の
筆記試験が免除となり、短期で６級海技士の資格取得が可能。
尾道海技学院（広島県／平成21年～）、九州海技学院（熊本県／平成29年～）の民間の養成施設にて実施。
令和３年度より、尾道海技学院徳島阿南校（徳島県）、九州海技学院関西事務所（兵庫県）が新たに開講。

修了者の定着率修了者の定着率

海運以外の業界から幅広い世代の若年者が参入

※R4年度の入学者の状況（海事局調べ）

入学者の年齢構成入学者の年齢構成

船員定着率

87%

座 学
２．５ヵ月

社船実習
２ヵ月

養成課程
当
直
部
員
資
格

乗船履歴
６ヵ月

就職 海
技
試
験(

身
体
検
査)

六
級
海
技
士
免
許

最短１０．５ヶ月で海技士免許の取得が可能

６級海技士短期養成課程による免許取得の流れ６級海技士短期養成課程による免許取得の流れ



令和６年度一般会計予算 歳出の構成とこれまでの推移

43【出典】財政制度等審議会財政制度分科会資料（令和6年3月5日）

一般会計歳出の主要経費の推移

【出典】財務省ＨＰ（我が国の財政事情）



社会保障給付費の見通し

【出典】2040年を見据えた社会保障の将来見通し（議論の素材）－概要－（内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省 2018年５月２１日） 44



公共交通分野（運転従事者）の平均年齢、労働時間と賃金水準の推移
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20

25
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35
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45

50

55

60

65

全
職
種

鉄
道
運
転
者

鉄
道
運
転
者

（中
小
事
業
者
）

バ
ス
運
転
者

タ
ク
シ
ー
運
転
者

ト
ラ
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ク
運
転
者

船
員
（内
航
）

2002 2012 2022
年齢 年間労働時間

年間給与 時間あたり給与（千円） （円）

（時間）
（歳）

※船員を除く職種については、厚生労働省「賃金構造基本統計」（職業別：2002、2012、2022）より国土交通省作成。年間労働時間については「所定内実労働時間数＋超過実労働時間数」×12 から、
年間給与については「きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額」から、時間あたり給与については「年間給与÷年間労働時間」より算出

※船員については、国土交通省海事局提供データ及び国土交通省「船員労働統計調査」より算出。旅客船・貨物船双方の数値。
※鉄道運転者（中小事業者）については、「賃金構造基本統計」における従業員数10～999人の事業者における数値をもとに国土交通省推計



内航海運の構造的課題

46

＜荷主業界＞

業種毎に３社程度であり、寡占化が進む。

例：鉄鋼（日本製鉄、JFEスチール、神戸製鋼所）

石油（ENEOS・出光興産・コスモ石油）

オペレーター
（運送事業者）

1,467者

貨物の運送

荷主

オーナー（船舶所有者）
1,345者

輸送依頼

専
属
化

・
系
列
化
が
進
展 輸送手段の提供※

＜内航海運業界＞

99.7％が中小企業で事業基盤が脆弱。

保有隻数１隻のみのいわゆる一杯船主
が、オーナーの60％以上を占める。

荷主よりも弱い立場ゆえ、一方的に運
賃等を提示される事業者も多く、収益
性が低い。

※ 船舶を所有及び管理（船員雇用・配乗、船舶保守等）する。

○ 内航海運の市場構造は、寡占化された荷主企業・オペレーター・オーナーの専属化・系列化が進展しており、さらに、事業
者の９９．７％は中小企業で事業基盤が脆弱。また、オーナーの中でも保有隻数１隻のいわゆる一杯船主の割合が６０％以
上を占めている。

○ 内航船員は50歳以上が約5割を占めているが、近年、若年船員が増加傾向。今後、生産年齢人口の減少が見込まれてお
り、船員の確保・育成と働き方改革により定着を図ることが課題。

3,646 3,813 4,047 
4,485 4,673 

5,012 5,270 5,448 5,652 5,660 

4,250 4,180 4,118 
4,085 4,095 

4,177 4,200 
4,350 

4,561 4,756 

5,606 5,515 5,468 
5,481 5,523 

5,553 5,440 
5,444 

5,433 5,462 

8,678 
8,067 7,824 7,527 7,016 6,743 6,654 6,497 6,335 6,198 

5,041 
5,294 5,621 

5,918 6,341 6,363 
6,582 

6,702 6,616 6,550 

〔27,221〕
〔26,869〕

〔27,078〕
〔27,496〕

〔27,648〕〔27,848〕
〔28,146〕 〔28,441〕 〔28,597〕〔28,626〕

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

～29 30～39 40～49 50～59 60～ 〔船員数合計〕

50
歳
以
上
45
％

30
歳
未
満
20
％

内航海運船員数

⇒ 内航海運業の経営力の向上を図るため、
・荷主等との取引環境の改善
・船舶管理の効率化等による生産性の向上
を促すことが必要。



内航海運の取引環境の改善・生産性向上

47

○ 海事産業強化法において、オペレーターに対し船員の労働時間に配慮した適切な運航計画の作成を義務付けるとともに、荷
主に対する勧告・公表制度を創設し、契約書面を法定化。また、「船舶管理」の業務を受託して行う船舶管理業に係る登録制度
を創設。（令和４年４月１日施行）

○ これらの制度改正にあわせて、各種ガイドラインの作成や、内航海運業界と荷主業界との懇談会を実施。

＜船舶管理業者の活用促進＞＜荷主やオペレーターとの取引環境の改善＞

船舶管理業の登録制度の創設

船舶管理業者

オーナーA オーナーB オーナーC

船舶管理業務を委託
（船員雇用・配乗管理、運航実施管理、船舶保守管理）

（活用メリット）
船員の一括雇用・配乗や、共有部品の一括購入等
により、効率化やコストダウンが図られる
船員教育、船舶管理の高度化等による輸送の品質
向上が期待

今般、法改正により全ての船舶管理業者に登録
を義務付け、事業としての信頼性を向上。

勧告・公表制度の創設

船員の労働時間に配慮した
適切な運航計画の作成

⇒内航海運業者の法令遵守に
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国土交通大臣による
安全確保命令の発出

＜内航海運と荷主との連携強化に関する懇談会（R4.3.29）＞
内航海運業界と荷主業界双方の経営層（役員クラス）からなる懇談会を設
置し、両業界の理解と協力を醸成。

＜安定・効率輸送協議会（H30.2.13以降定期的に開催） ＞
内航海運業界と荷主業界双方の実務者からなる協議会を設置し、内航輸
送の現状や課題・問題点等について情報共有や意見交換を実施。また、そ
の下に鉄鋼・石油製品・石油化学製品部会を設置し、産業基礎物資ごとに
具体的な議論を実施。

＜内航海運事業者と荷主との連携強化のためのガイドライン（R4.3.18）＞
荷主、オペレーター、オーナーがそれぞれ遵守すべき事項とともに、望ましい協力の
あり方等をガイドラインとして取りまとめ。

＜内航海運の運航計画作成・運用ガイドライン（R4.4.1）＞
船員の過労防止等に配慮した運航計画作成・運用の留意点や荷役作業の改善ポイン
トなどを取りまとめ。
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検討会において議論いただきたい事項

1

今後、確保・育成をしていくことが求められる海技人材とはどのような者であるか。論点１

2050年のカーボンニュートラル、国際海運「2050年頃までにGHG排出ゼロ」の目標達成に向けて、LNG、
アンモニア、水素等のガス燃料、バッテリーや水素FCを用いた電気推進等への対応（船員の安全確保）
船員の労働負担軽減や航行の安全性向上の観点から自動運航・遠隔監視等の新技術への対応

新たな燃料や新技術等に対応可能な船員の確保・育成にどのように取り組むのか。

少子化（生産年齢人口の減少）、高齢船員の退職等を見据え、海技人材をどのように確保するか。論点２

少子化の進行による生産年齢人口の減少や国内海運において50%弱を占める高齢船員の退職等が見込まれる中、
将来の海運の担い手となる海技人材を確保するための対策が必要（新卒及び他業種からの中途採用の拡大）

海技人材の確保につながる間口を拡大するための対策にどのように取り組むのか。
（例）自動運航技術の活用による船員負担の軽減、「船員の働き方改革２．０」の推進、船員職業安定制度の見直し、船員イメージの刷新

船員養成・機関のあり方についてどのように考えるか。論点３

独立行政法人への運営費交付金等の予算措置は大変厳しい状況にある中、限りある資源を有効活用し、ニーズに
あった船員養成のあり方の検討が必要

効果的かつ効率的な船員養成の実現にどのように取り組むのか。
（例）船員養成機関への入学希望者を増やすための取組み、関係機関の予算・人材不足への対応、JMETS・商船系大学・高専等との連携

船員の確保・労働環境改善のための原資をどのように確保するか。論点４

賃上げ、作業の効率化、燃料費や荷役に要する費用の荷主への転嫁や超過勤務の制限等による船員の確保・労働環境
改善のための原資の確保に取り組むことが必要。

中小事業者が大半を占める内航海運業界が適切に用船料等を収受できる環境整備にどのように取り組むのか。
（例）荷主との関係改善、荷主へのコストの転嫁、関係機関との連携
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今後の進め方（事務局案）

1

４月２６日（金） 第１回 海技人材の人材確保・活用に関する現状と課題

５月下旬 第２回 委員ヒアリング

６月下旬 第３回 論点整理 （検討の方向性の提示）

９月頃 第４回 具体的な対応策の検討

１２月頃 第５回 中間取りまとめ

※以後、議論の進捗の度合いに応じて、適時のタイミングで検討会を開催


